
                       

                                                       

                                                                           
     

   
平成２４年５月２５日 

各      位 

会 社 名 株式会社アイレックス 
代表者名  代表取締役社長 久次米正明 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード６９４４） 

問合せ先  
役職・氏名 取締役 管理部長 中野 浩樹 
電話０３－３２４５－２０１１ 

 
 

定款の（一部）変更に関するお知らせ 
 
 

 当社は、平成２４年５月２５日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成２４年６月２５日
開催予定の第７０回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 
 

記 
 

１．定款変更の目的  
（１）平成１８年１月２５日開催の臨時株主総会のＡ種優先株式につき、発行条件の明確化、その他 

所要の変更を行うものであります（変更案第７条及び第８条）。 
（２）資本政策及び配当政策を機動的に遂行することが可能となるよう、定款変更案のとおり第49 

条（剰余金の配当等の決定機関）を新設し、その他所要の変更を行うものであります。 
          
 

２．日程 

取締役会決議 平成２４年５月２５日 

株主総会開催日 平成２４年６月２５日 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
                   

y-kamei
新規スタンプ

y-kamei
新規スタンプ



                       

３．変更の内容 
変更の内容は次のとおりであります。 

                             （下線は変更箇所を示します。） 
現 行 定 款 変  更  案 

（議決権制限株式Ａ種株式） 
第７条  当会社は、株主総会において、議

決権を行使できない種類株式Ａ種

株式（以下「Ａ種株式」という）

を発行することができる。 
２    当会社は、剰余金の配当は、Ａ種

株式を有する株主（以下「Ａ種優

先株主」という）またはＡ種株式

の登録株式質権者（以下「Ａ種優

先登録株式質権者」という）に対

し、普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という）または普通

株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という）に先

立ち、Ａ種株式１株につき年２円

を上限として、発行に際して取締

役会の決議で定める額の剰余金

の配当（以下「Ａ種優先剰余金の

配当」という）を行う。ある事業

年度において、Ａ種優先株主また

はＡ種優先登録株式質権者に対

して支払う利益額がＡ種優先剰

余金の配当の額に達しないとき

は、その不足額は翌事業年度以降

に累積しない。 
                         

（新  設） 
  
 
 
 
３  当会社は残余財産を分配するときは、

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株

式質権者に対し、Ａ種株式1株につき

100 円を普通株主または普通登録株

式質権者に先立って支払う。Ａ種優先

株主またはＡ種優先登録株式質権者

に対しては、上記の他残余財産の分配

は行わない。  
 
 

（議決権制限株式Ａ種株式） 
第７条  当会社は、株主総会において、議決権

を行使できない種類株式Ａ種株式（以

下「Ａ種優先株式」という）を発行す

ることができる。 
２  当会社が、剰余金の配当をするとき

は、Ａ種優先株式を有する株主（以下

「Ａ種優先株主」という）またはＡ種

優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ

種優先登録株式質権者」という）に対

し、普通株式を有する株主（以下「普

通株主」という）または普通株式の登

録株式質権者（以下「普通登録株式質

権者」という）に先立ち、Ａ種優先株

式１株につき年２円を上限として、発

行に際して取締役会の決議で定める

額の剰余金の配当を行う。ある事業年

度において、Ａ種優先株主またはＡ種

優先登録株式質権者に対して支払う

配当金の額が優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度

以降に累積しない。 
 
 
 
 
３  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株

式質権者に対しては、優先配当金を超

えて配当は行わない。 
 
 
４  当会社は残余財産を分配するとき

は、Ａ種優先株主またはＡ種優先登

録株式質権者に対し、Ａ種優先株式

1株につき100円を普通株主または

普通登録株式質権者に先立って支

払う。Ａ種優先株主またはＡ種優先

登録株式質権者に対しては、上記の

他残余財産の分配は行わない。  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



                       

現 行 定 款 変  更  案 
（新  設） 

 
 
 

（新  設） 
 
 

（新  設） 
 
 
 
 
 
 
         
     
     
（種類株式の取得） 
第８条 当会社は、平成21年３月１日以降、

いつでもＡ種優先株式を取得する

ことができる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株

式質権者は、法令に別段の定めがある

場合を除き、Ａ種優先株式について、

株主総会で議決権を有しない。 
６  当会社は法令に定める場合を除き、Ａ

種優先株式について、株式の併合また

は分割は行わない。 
７  当会社は、株主に新株の引受権、新株

予約権の引受権または新株予約権付

社債の引受権を与えるときは、各々の

場合に応じて、普通株主には普通株主

の、優先株主には優先株主の、新株の

引受権、新株予約権の引受権または新

株予約権付社債の引受権を同時に同

一割合で与える。 
 
（発行するＡ種優先株式の内容） 
第８条 当会社の発行するＡ種優先株式の内

容は次の通りとする。 
(1)取得条項 
当会社は、平成21年３月１日以降、

いつでもＡ種優先株式の全部また

は一部を次に定める金銭と引換え

に取得することができる。  
     取得と引換えに株主に交付する財

産の内容 
     株式を取得するのと引換えに交付

する財産は金銭とし、当該Ａ種優先

株式１株につき交付する金銭の額

は発行価額に 1.05 を乗じた価額と

する。  
(2)金銭を対価とする取得請求 
Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株

式質権者は、直近事業年度の貸借対

照表確定時の法令で定める「分配可

能額」から、２億円を控除した額を

上限として、Ａ種優先株式の全部ま

たは一部を取得することを請求する

ことができる。  
①取得と引換えに株主に交付する財産

の内容 
取得の請求があったＡ種優先株式を

取得するのと引換えに交付する財産

は金銭とし、Ａ種優先株式１株につき

金 100 円を交付する。ただし、分配

可能額は直近事業年度の貸借対照表

確定時に剰余金の分配をした場合は、

当該分配額を分配可能額から控除し

た金額とする。  
 
 



                       

現 行 定 款 変  更  案 
（新  設） ②取得請求が可能な期間 

平成21年３月１日以降 
(3)普通株式を対価とする取得請求 
Ａ種優先株主は、その判断により、

上記(2)①に代えて下記に定める条

件に従い、下記①に定める期間内に

取得を請求することにより、１株に

つき、下記③から⑤に定める取得価

額により、当社普通株式の交付と引

換えにＡ種優先株式を取得するよう

請求することができる。  
①取得請求が可能な期間 
平成23年３月１日以降 

②Ａ種優先株式と引換えに発行すべ

き普通株式数 
     Ａ種優先株式の取得により発行すべ

き普通株式数は、次の通りとする。  
Ａ種優先株主が取得請求のために提

出したＡ種優先株式の発行価額総額

を取得価額で除した株式数とする。

ただし、発行株式数の算出に当たり

１株未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てる。 
③当初取得価額 
当初取得価額は50円とする。  

④取得価額の修正 
取得価額は、平成24年３月１日

以降、毎年３月１日（以下、それ

ぞれ「取得価額修正日」という）

に、各取得価額修正日に先立つ

45 取引日目に始まる 30 取引日

の株式会社大阪証券取引所にお

ける当社の普通株式の普通取引

の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除

く。）に修正される（修正後取得

価額は円位未満小数点第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨

五入する。なお、上記の時価算定

期間の初日から取得価額修正日

の前日までの日に、下記⑤で定め

る取得価額の調整事由が生じた

場合には、当該平均値は、下記⑤

に準じて取締役会が適当と判断

する値に調整される。）ただし、

上記の計算の結果、修正後取得価

額が当初取得価額の 50％（以下

「下限取得価額」という。 
 
 
 



                       

現 行 定 款 変  更  案 
（新  設） 

 
ただし、下限取得価額は、下記⑤に

より取得価額が調整された場合は調

整後取得価額を調整前取得価額で除

した比率（以下「調整比率」という。）

に応じて調整される。下限取得価額

は、円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。）を

下回る場合には下限取得価額をもっ

て、また修正後取得価額が当初取得

価額の150％（以下「上限取得価額」

という。ただし、上限取得価額は、

下記⑤により取得価額が調整された

場合は調整比率に応じて調整され

る。上限取得価額は、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。）を上回る場合には

上限取得価額をもって修正後取得価

額とする。  
⑤取得価額の調整 
(ⅰ)当会社は、Ａ種優先株式発行後、

本号（ⅱ）に掲げる各事由により、

当会社の普通株式数に変更を生じる

場合または変更を生じる可能性があ

る場合は、次に定める算式（以下「取

得価額調整式」という。）をもって取

得価額を調整する。調整後取得価額

は、新発行・処分普通株式数に１株

当たりの発行・処分価額を乗じて時

価で除して既発行普通株式を加えた

数を既発行普通株数に新発行・処分

普通株式数を加えて除したものに、

調整前取得価額を乗じた金額とす

る。 
(ⅱ)取得価額調整式によりＡ種優先株式

の取得価額の調整を行う場合及び

その調整後の取得価額の適用時期

については、次に定めるところによ

る。  
(イ)本号（ⅳ）（ロ）に定める時価を下回

る発行価額または処分価額をもって

普通株式を新たに発行または当社の

有する当社の普通株式を処分する場

合  
調整後の取得価額は、払込期日の翌日

以降、また、募集のための株主割当日

がある場合はその日の翌日以降、これ

を適用する。 
 

 
 
 



                       

現 行 定 款 変 更 案 
（新  設） 

 
(ロ)株式分割により普通株式を発行す

る場合 
   調整後の取得価額は、株式分割のた

めの株主割当日の翌日以降これを

適用する。ただし、配当可能利益か

ら資本に組み入れられることを条

件にその部分をもって株式分割に

より普通株式を発行する旨取締役

会で決議する場合で、当該配当可能

利益の資本組入れの決議をする株

主総会の終結の日以前の日を株式

分割のための株主割当日とする場

合には、調整後の取得価額は、当該

配当可能利益の資本組入れの決議

をした株主総会の終結の日の翌日

以降、これを適用する。なお、上記

ただし書きの場合において、株式分

割のための株主割当日の翌日から

当該配当可能利益の資本組入れの

決議をした株主総会の終結の日ま

でに取得請求をなした者に対して

は、次の算出方法により、当会社の

普通株式を新たに発行する。株式数

は、調整前取得価額から調整後取得

価額を減じた数に調整前取得価額

をもって取得により当該期間内に

発行された株式数を乗じて、調整後

取得価額で除した数とする。この場

合に、１株未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、現金による調整

は行わない。 
(ハ)本号（ⅳ）（ロ）に定める時価を下

回る価額をもって当会社の普通株

式に取得請求される証券もしくは

取得できる証券または新株予約権

の行使によって発行される普通株

式１株当たりの発行価額が時価を

下回ることとなる新株予約権もし

くは新株予約権付社債を発行する

場合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                       

 
 

現 行 定 款 変 更 案 
（新  設） 

 
調整後の取得価額は、発行される

証券または新株予約権もしくは新

株予約権付社債の全てが当初の取

得価額で取得されまたは当初の行

使価額で行使されたものとみなし

て取得価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予

約権が無償にて発行される場合は

発行日）の翌日以降これを適用す

る。ただし、その証券の募集のた

めの株主割当日がある場合は、そ

の日の翌日以降これを適用する。 
(ⅲ)取得価額調整式により算出された

調整後の取得価額と調整前の取得価

額との差額が 1 円未満にとどまる限

りは、取得価額の調整はこれを行わ

ない。ただし、この差額相当額は、

その後取得価額の調整を必要とする

事由が発生した場合に算出される調

整後の取得価額にそのつど算入す

る。 
(ⅳ)（イ）取得価額調整式の計算につい

ては、円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を

四捨五入する。  
（ロ）取得価額調整式で使用する時

価は、調整後の取得価額を適

用する日（ただし、本号（ⅱ）

（ロ）ただし書きの場合は株

主割当日）に先立つ45取引日

目に始まる 30 取引日の株式

会社大阪証券取引所における

当会社の普通株式の普通取引

の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日

数は除く。）とする。この場合、

平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。 
（ハ）取得価額調整式で使用する既

発行普通株式数は、株主割当

日がある場合はその日、また

株主割当日がない場合は、調

整後の取得価額を適用する

日の１か月前の日における

当会社の発行済普通株式数

から、当該日における当会社

の有する当社普通株式数を

控除した数とする。   



                       

 
現 行 定 款 変  更  案 

（新  設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(ⅴ)当会社は、本号（ⅱ）の取得価額 
の調整を必要とする場合以外に

も、次に掲げる場合には、取締役

会が適当と判断する取得価額の

調整を行うものとする。  
（イ）株式の併合、資本の減少、吸

収分割、新設分割または合

併のために取得価額の調整

を必要とするとき  
（ロ）その他当社普通株式数の変更

または変更の可能性が生じ

る事由の発生により取得価

額の調整を必要とするとき 
（ハ）取得価額を調整すべき事由が

２つ以上相接して発生し、

一方の事由に基づく調整後

の取得価額の算出に当たり

使用すべき時価につき、他

方の事由による影響を考慮

する必要があるとき  
⑥取得請求受付場所 
 東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  

⑦取得請求の効力発生 
取得請求の効力は、取得請求書及

びＡ種優先株式の株券が、上記⑥

に記載する取得請求受付場所に到

達したときに発生する。ただし、

Ａ種優先株式の株券が発行されて

いないときは、株券の提出は要し

ない。 
⑧取得請求後第 1 回目の普通株式へ

の配当 
Ａ種優先株式と引換えに発行され

た普通株式に対する最初の利益配

当金は、取得の請求が４月１日か

ら９月30日までになされたときに

は４月１日に、10 月１日から翌年

３月 31 日までになされたときは

10 月１日に、それぞれ取得があっ

たものとしてこれを支払う。 
 
 
 
 
 
 
 
 



                       

 
 

現 行 定 款 変  更  案 
（種類株式の償還請求） 
第９条  Ａ種優先株主またはＡ種優先登

録株式質権者は、平成21年３月１

日以降の事業年度に直近事業年度

の実際の分配時の法令で定める

「分配可能額」から、２億円を控

除した額を上限として、Ａ種優先

株式の全部または一部を１株あた

り100円で当会社に対して償還請

求することができる。 
 
（種類株式の取得条件） 
第10条  優先株主は、優先株式の発行に

関する取締役会決議で定める取得

請求期間および取得条件により、

当会社が優先株式を取得するのと

引換えに普通株式を交付すること

を請求できる。 
 
第11条～第48条（条文省略） 
 
（剰余金の配当の基準日） 
第49条  剰余金の配当は毎年３月31日の

最終の株主名簿に記載または記

録された株主または登録株式質

権者に行う。  
 

（新  設） 
 
 

（新  設） 
 
 
 
 
（中間配当） 
第 50 条 当会社は取締役会の決議により、

毎年９月 30 日の最終の株主名簿

に記載または記録された株主また

は登録株式質権者（Ａ種優先株主

またはＡ種優先登録株式質権者を

除く）に対し、会社法第454条第

５項の規定による金銭の分配（以

下「中間配当」という）をするこ

とができる。 
 

 
 
 
 

（削  除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（削  除） 
 
 
 
 
 
 
 
第９条～第46条（現行通り） 
 
（剰余金の配当の基準日） 
第47条  当会社の期末配当の基準日は、毎年

３月31日とする。 
 
 
 
２   当会社は、毎年９月 30 日を基準日

として中間配当を行うことができ

る。 
 
３   第１項及び第２項のほか、基準日を

定めて剰余金の配当を行うことが

できる。 
 

（中間配当） 
第 48 条 当会社は取締役会の決議により、会

社法第 454 条第５項の規定による

金銭の分配をすることができる。 
 
 
 
 
 

 
 
 



                       

現 行 定 款 変  更  案 
（新  設） 

 
 
 
 
 
 
第51条    （条文省略） 

（剰余金の配当等の決定機関） 
第49条 当会社は、剰余金の配当等会社法第  
     459条第１項各号に定める事項につ 
     いては、法令に別段の定めのある場 
     合を除き、取締役会の決議によって  

  定めることができる。 
 
第50条       （現行通り） 

 
 

以  上 


